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第 22回 CASBEE公開セミナー プログラム 

テーマ「CASBEE における脱炭素対応」 

1. 主  催： 一般財団法人住宅・建築 SDGｓ推進センター 

2. 後  援： 一般社団法人日本サステナブル建築協会 

3. 日  時： 2023年 5月 11日（木） 13:30～16:00 5 
4. 場  所： ZOOM ウェビナー 

5. 参 加 費： 無料 

6. 配付資料： 事前配付（Webサイトからダウンロード） 

7. 募集人員： 500名 

 10 

8. プログラム（案） 

時間  演  題  

13:30 

（10分） 

 

 

開会の挨拶 

一般財団法人住宅・建築SDGs推進センター 理事長 村上 周三 

国土交通省 住宅局 参事官（建築企画担当）付課長補佐 池田 亘氏 

                           

13:40 

（20分） 

1.脱炭素化に向けたCASBEEツールの開発方針と進捗状況 

CASBEE研究開発委員会 委員長/慶応義塾大学教授 伊香賀 俊治氏 

 

 

14:00 

（20分） 

14:20 

（15分） 

14:35 

（15分） 

 

2. CASBEEツールの脱炭素化に向けた対応方針 

2.1 CASBEE-戸建における脱炭素対応について 

CASBEE-すまい検討小委員会 委員長/東京大学大学院教授 清家 剛氏 

2.2 CASBEE-建築における脱炭素対応について 

エネルギー検討小委員会 委員長/東京大学大学院教授 赤司 泰義氏 

2.3 CASBEE-不動産における脱炭素対応について 

不動産検討小委員会 幹事/竹中工務店 設計本部 プリンシパルエンジニア（環境） 高井 啓明氏 

14:50 

(10分) 

（休 憩） 

 

 

15:00 

（20分） 

15:20 

（15分） 

15:35 

（15分） 

 

3．CASBEEツールの最新の開発状況について 

3.1 CASBEE-街区の改訂について 

街区検討小委員会 幹事/株式会社日建設計総合研究所 執行役員 川除 隆広氏 

3.2 CASBEE-不動産の用途拡大、ウェルネス評価の検討について 

不動産検討小委員会委員長/三井住友信託銀行不動産ソリューション部 環境不動産担当部長 伊藤 雅人氏 

3.3 CASBEE-ウェルネスオフィスの用途拡大について 

CASBEE-ウェルネスオフィス検討小委員会委員長/千葉大学大学院准教授 林 立也氏 

 

(15:50) 

16:00 

4．事務連絡 

閉 会 

 



慶應義塾⼤学 教授伊⾹賀 俊治
CASBEE研究開発委員会 委員⻑

第22 回 CASBEE 公開セミナー「CASBEE における脱炭素対応」2023.5.11

脱炭素化に向けたCASBEEツールの
開発⽅針と進捗状況

ゼロカーボンビル推進会議 委員⻑代理
Ikaga Lab., Keio University 1

⽂1 国⽴環境研究所 温室効果ガスインベントリオフィス︓
⽇本の温室効果ガス排出量データ(1990-2014）
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2

2020年10⽉「2050年カーボンニュートラル、脱炭素社会の
実現を⽬指す」とした菅⾸相所信表明演説に続き、11⽉には
衆参両院で「気候⾮常事態宣⾔」決議案可決、2021年 5⽉
「地球温暖化対策推進法」改正（2030年のGHG 46%削減）

[年]

梼原町総合庁舎 LCCO2 60％
設計︓慶應義塾⼤学（隈 研吾教授、伊⾹賀教授ほか）

慶應型共進化住宅 LCCO2 0％
設計︓慶應義塾⼤学（池⽥靖史教授、伊⾹賀教授ほか）

脱炭素化の数値⽬標

Ikaga Lab., Keio University 2
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改正 建築物省エネルギー法

2022年6⽉に公布された『脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネ
ルギー消費性能の向上に関する法律等の⼀部を改正する法律』（2022年法律
第69号）により、建築物省エネ法が改正され、原則全ての建築物について、
省エネ基準への適合が義務付けられます。

併せて、建築基準法の改正により、建築確認・検査対象の⾒直しや審査省略
制度（いわゆる「4号特例」）の縮⼩が措置され、建築主・設計者の皆さまが
⾏う建築確認の申請⼿続き等も変更されます。

2022年6⽉に公布

2025年4⽉（予定）から、全ての新築住宅・
⾮住宅に省エネ基準適合が義務付け

国⼟交通省住宅局 https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/jutakukentiku_house_tk4_000103.html

Ikaga Lab., Keio University

4

全新築住宅・⾮住宅で省エネ基準適合義務化

建築確認⼿続きの中で省エネ基準適合性を審査

（2025.4〜）

国⼟交通省住宅局 https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/jutakukentiku_house_tk4_000103.html

Ikaga Lab., Keio University 3



Ikaga Lab., Keio University 5

2020.10「2050年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を⽬指す」
菅 前総理所信表明演説

2020.11「気候⾮常事態宣⾔」決議案衆参両院で可決
2021.04「建築物省エネ法」建築⼠による省エネ基準適合の説明義務施⾏
2021.05「地球温暖化対策推進法改正」（2030年46％削減、2050年脱炭素）

2021.06「プライム市場上場会社のTCFD提⾔に沿った開⽰の実質義務化」

2021.07「CASBEE-⼾建／建築／不動産2021年SDGs対応版」公開
2021.08「脱炭素社会に向けた住宅・建築物における省エネ対策等の

あり⽅・進め⽅」公表（国交省・経産省・環境省合同）
2021.10「エネルギー基本計画」閣議決定
2022.06「建築物省エネルギー法」改正

TCFDとはG20の要請を受け、⾦融安定理事会（FSB)に
より設⽴された気候関連財務情報開⽰タスクフォース

2025年から全ての新築住宅の省エネ基準適合義務化施⾏

脱炭素建築推進の背景

6Ikaga Lab., Keio University

我が国のCO2排出量の40%は建築関連

建物運⽤ 25％ → 32％

新築⼯事 12％ → 7％
改修⼯事 1％ → 2％

その他の
産業分野
62%

1990年度の
ＣＯ2排出量
11億t-CO2/年

建設 廃棄改修資材製造設計 運⽤ Ｔ.Ｉｋａｇａ

合計 38% → 41%

1990年度
11.4億t-CO2

のうち

2005年度
13.0億t-CO2

のうち

アップフロントカーボン
オペレーショ
ナルカーボン

伊⾹賀俊治・村上周三ほか︓我が国の建築関連CO2排出量の2050年までの予測、
⽇本建築学会計画系論⽂集No.535（2000.9）

4



LCCM住宅・建築への取り組み

Ikaga Lab., Keio University 7

時間［年］

CO2ゼロ改修・解体
建設 廃棄改修資材製造設計 運用

購⼊電⼒、ガスのCO2排出係数変化ありの場合の累積CO2排出量

0

従来の建築

解体

CO2ゼロ建設 CO2ゼロ運⽤

ZEH/ZEB

LCCM新築
（従来ケース）

LCCM改修
（≒徹底したLCCM新築の場合）

建設 改修 改修運⽤ 運⽤ 運⽤

累
積

CO
2排

出
量

［
t-

CO
2］

建設段階の
CO2ゼロ化促進

改修・解体段階の
CO2ゼロ化促進

購⼊電⼒・ガスの
CO2排出係数変化を
考慮するとLCCMを
達成できなくなる

8

TCFDとはG20の要請を受け、⾦融安定理事会（FSB)に
より設⽴された気候関連財務情報開⽰タスクフォース

建設段階CO2排出量開⽰を迫るESG投資

Scope1+2+3

サプライチェーン
CO2排出量

Scope 3(上流) Scope 3(下流)

建材調達＋施⼯CO2情報開⽰ テナントCO2情報開⽰

Ikaga Lab., Keio University

プライム市場上場会社のTCFD提⾔に沿った開⽰の実質義務化（2021.06）

ゼロカーボンビル（LCCO2ネットゼロ）推進会議
（委員⻑︓村上周三 住宅・建築SDGs推進センター理事⻑）
（委員⻑代理︓伊⾹賀俊治 慶應義塾⼤学教授）
第１回 2022.12.5 第2回 2023.3.10
産官学の連携（国⼟交通省・経済産業省・環境省）

5



現状の建設時GHG算定⽅法の課題

Ikaga Lab., Keio University 9

国際的な「GHGプロトコルSCOPE３算定報告基準」に整合した
「サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量算定に関する
基本ガイドライン」(環境省・経産省）が多くの不動産会社で
利⽤されている。

課題
○ 経理上把握できる数字（資産の増加額）により算定するので容易
× 物価変動や契約の状況(値引き等)により排出量が変わってしまう
× ⼯種別、資材別の排出量の内訳が不明、具体的な脱炭素対策ができても

評価できず、サプライチェーンへの働きかけができない

取得額(建物投資額) × 4.24ｔ-CO2/百万円
（住宅︓4.09）

販売⽤不動産
（SCOPE3-1）

有形固定資産増加額 × 3.77ｔ-CO2/百万円固定資産
（SCOPE3-2）

ゼロカーボンビル（LCCO2ネットゼロ）推進会議 2022年度報告書より

「建設時GHG排出量算出マニュアル」検討会
＜A1-5（アップフロント）＞【事務局︓不動産協会】

エンボディド・カーボン評価ＷＧ
＜A1-5, B1-5, C1-4＞【事務局︓IBECs】

ゼロカーボンビル推進会議
ゼロカーボン(LCCO2ネットゼロ)ビル推進会議
（親委員会）＜A1-5, B1-7, C1-4＞【事務局︓IBECs】

連携

https://www.wbcsd.org/contentwbc/download/12446/185553/1

Operational carbon
図７の出典︓持続可能な開発の
ための世界経済⼈会議︓Net‐
zero buildings: Where do we 
stand?
EN15978(2011)とISO21930(2017)
には記載されていない Upfront/ 

Embodied/ Operational/ Whole 
life Carbonの⽤語が追記されて
いる。

※運⽤エネルギーカーボン<B6-7>の算定⽅法については、建築物省エネ
法に基づく既存の計算⽅法（ウェブプロ、BEST等）を引⽤する

委員⻑︓村上周三 住宅・建築SDGs推進センター理事⻑
委員⻑代理︓伊⾹賀俊治 慶應義塾⼤学教授
第１回 2022.12.5  第2回 2023.3.10
産官学の連携（国⼟交通省・経済産業省・環境省）

Ikaga Lab., Keio University 106



2-2 ライフサイクルCO2(温暖化影響チャート）

標準計算

このグラフは、LR3中の「地球温暖化への配慮」の内容を、一般的な建

物（参照値）と比べたライフサイクルCO2 排出量の目安で示したもので

す

30%: ☆☆☆☆☆ 60%: ☆☆☆☆ 80%: ☆☆☆ 100%: ☆☆ 100%超: ☆

0 46 92

建設 修繕・更新・解体 運用 オンサイト オフサイト

100%

74%

63%

63%

①参照値

②建築物の取組み

③上記+②以外の

オンサイト手法

④上記+

オフサイト手法

）2 m年・/2CO-kg（

CASBEEの簡易LCCO2にもう
少し設計者・施⼯者の取り
組みを反映できるように
2024年改訂予定

Operational carbon
EmbodiedUpfront 

Whole life carbon
CASBEEの簡易LCCO2⾒直しに向けて

11

図７の出典︓持続可能な開発の
ための世界経済⼈会議︓Net‐zero buildings: Where do we stand?
EN15978(2011)とISO21930(2017)
には記載されていない Upfront/ Embodied/ Operational/ Whole life 
Carbonの⽤語が追記されている。

Ikaga Lab., Keio University

* SDG1,2,10,14,16は他のゴールに集約されています

2-3 建築環境SDGsチェックリスト評価結果
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13（気候変動）

17（実施手段）

15（陸上資源）
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その他資材

機械設備機器
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光熱水ゴミ
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設計監理

資材流通

建設業設備投資
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791.0 

787.3 
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Ikaga Lab., Keio University 12

アップフロントカーボンの内訳
資材流通
10%

⼯事現場
20%

構造躯体
30〜50%

仕上・設備
40〜20%

610.4
↑

訂正

7



Ikaga Lab., Keio University 13

G7札幌 気候・エネルギー・環境⼤⾂会合

⽇ 程 ︓2023年4⽉15⽇・16⽇ 場 所︓札幌市
参 加 国 ︓⽇本（G7議⻑国）、カナダ、欧州連合（EU）、フランス、ドイツ、イタリア、英国、⽶国
82. 建築物︓ 気候変動への対応においてライフサイクルで建物の脱炭素化する
ことの重要性に留意し、気温上昇を 1.5℃に抑えることを射程に⼊れ続けるために、
建物のライフサイクル全体の排出量を削減する⽬標を推進することを推奨す
る。・・・ライフサイクルを考慮した建物設計や、建物の改修・建設における循環
性の考慮によって、⽊材を含む持続可能な低炭素材料や最終⽤途の機器の使⽤を向
上させることや、従来型材料の⽣産を脱炭素化することが重要であると認識する。

https://www.env.go.jp/earth/g7/2023_sapporo_emm/index.html

Ikaga Lab., Keio University 14

日 時 2023 年 5 月 15  日( 月)  1 3:30 -16 :30  
  

開催方法 Zoom によるウェビナー方式 
  

主 催 住宅・建築 SDGs フォーラ ム 

 一般財団法人 住宅・建築 SD Gs 推進センター( I BECs)  
  

共 催 一般社団法人 日本サステナブル建築協会 
  

参 加 費 無料 定 員 500 名 
    

住宅・建築 SDGs フォーラム 第 21 回シンポジウム 
ゼロカーボンビル評価法の開発と建材・設備カーボン表示の促進に向けて 

    

主旨説明 13： 30～13： 50（ 20 分）  

 村上 周三氏 ゼロカーボンビル推進会議委員長／一般財団法人 住宅・建築 SDGs 推進センター 理事長 

基調報告 13： 50～15： 00（ 50 分＋20 分）  

 1 . エンボディドカーボンを巡る国内外の最新動向 

 
 伊香賀俊治氏 エンボディドカーボン評価 WG 主査／慶應義塾大学教授 

 2 .  不動産協会「建設時 GHG 排出量算出マニュアル」の検討状況 

 山本  有氏  （ 一社） 不動産協会環境委員会副委員長／三井不動産( 株) サステナビリティ推進部長 
  

パ ネ ル 

デ ィ ス カ ッ 

シ ョ ン 

15： 10～16： 25（ 75 分） パネルディスカッション司会： 伊香賀俊治（ 前出）  

ゼロカーボンビル（ LCCO2 ネットゼロ） 評価法の開発と建材・設備のカーボン表示の促進に向けて 

 今村   敬氏  国土交通省住宅局参事官（ 建築企画担当）  

 村上 周三氏   前出 

 山本   有氏   前出 

 伊藤 明子氏  ゼロカーボンビル推進会議委員／（ 公財） 住宅リフォーム・紛争処理支援センター顧問 

 堀江 隆一氏   ゼロカーボンビル推進会議委員／Ｃ Ｓ Ｒ デザイン環境投資顧問（ 株） 代表取締役社長 

閉会挨拶 16： 25～16:30（ 5 分） 坊垣 和明氏 東京都市大学 名誉教授 

  
 

  
 

お申込み 下記 URL よりお申し込み下さい。 
  

 
 

https://us06web.zoom.us/webinar/register/WN_5a_-QOghRb6TtFrpNWSAtQ 
 

問合せ先 
一般財団法人 住宅・建築 SDGｓ推進センター（Ｉ ＢＥＣｓ）  住宅・建築ＳＤＧｓフォーラム事務局 
電話：０３－５２１３―４１９１ （平日 10 ：0 0 ～17 ：0 0 ）  
メ ールアドレス： sdgsf orum＠ibecs.or.jp   
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CASBEE⼾建における
脱炭素対応について

2023年5⽉11⽇ 第22回 CASBEE公開セミナー

CASBEEすまい検討⼩委員会 委員⻑
東京⼤学⼤学院 教授

清家 剛

CASBEE⼾建（新築）改定の検討⽅針
①「カーボンニュートラル」実現に向けた対応・強化

・品確法断熱等性能等級、⼀次エネルギー消費量等級
の上位等級創設

・2025年省エネ基準適合義務化
・ZEH等の⾼性能な省エネ住宅の普及
・LCCO2評価⽅法の⾒直し

② レジリエンス向上の取組みの評価拡充
・「レジリエンス住宅チェックリスト」（2016）の

フィードバック等
③ withコロナ時代の取組みの評価拡充

・「感染対策チェックリスト」（2022）のフィード
バック等

④ 最新の基準・情報等への対応
9



対応中・⼩項⽬⼤分類
品確法「断熱等性能
等級」上位等級への

対応
レベル変更1.1.1 断熱等性能の確保

QH1
室内環境を快適・
健康・安⼼にする

感染対策CLの反映新設2− 健康と安全・安⼼
感染症に備える

レジリエンスCLの
反映

評価する
取組み拡充2.4 災害に備える

⼈⼯照明への対応新設3− 明るさ
適切な照明計画

情報更新説明補⾜2.2 維持管理の計画
・体制

QH2
⻑く使い続ける

CASBEE⼾建（新築）改定の検討⽅針

対応中・⼩項⽬⼤分類
・品確法上位等級新

設、誘導基準等の
引き上げ、⾃治体
の誘導施策の充実
に対応

・省エネと創エネを
分離して評価

評価⽅法
改定

1.1 躯体と設備による
省エネLRH1

エネルギーと⽔を
⼤切に使う

家電等統⼀省エネラ
ベル改正への対応

評価⽅法
更新

1.2 家電・厨房機器の
省エネ

検討中評価する
取組み拡充2.1 材料使⽤量の削減LRH2

資源を⼤切に使い
ゴミを減らす 検討中評価する

取組み拡充
2.4 部材の再利⽤可能性能

向上への取り組み

LCCO2評価の改定評価⽅法
改定1.1 地球温暖化への配慮

LRH3
地球・地域・周辺
環境に配慮する

CASBEE⼾建（新築）改定の検討⽅針
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■評価内容
暑さ・寒さに関する快適性を確保する建物の基本性能を、
外界との熱の出⼊りを抑制する機能で評価。

【改定⽅針】
省エネ基準適合義務化、断熱等性能等級上位等級創設、ZEH
の普及等を踏まえ、評価レベルを強化する予定

QH1.1.1.1 断熱等性能の確保【レベル変更】

検討案現⾏レベル
断熱等性能等級３を満たさない断熱等性能等級１１

断熱等性能等級３断熱等性能等級２２

断熱等性能等級４＝省エネ基準断熱等性能等級３３

断熱等性能等級５＝ZEH要件断熱等性能等級４＝省エネ基準４

断熱等性能等級６以上
≒ZEH＋選択要件４を超える⽔準の断熱等性能５

参考 住宅性能表⽰「断熱等性能等級」

等級１

等級２

等級３

等級４

等級５

等級６

等級７

省エネ基準,2025年義務化予定

R4.4施⾏
ZEH基準,誘導基準,⻑期優良住宅認定基準

⼾建R4.10施⾏,共同R5.4施⾏
省エネ基準⽐エネルギー消費量▲30％

⼾建R4.10施⾏,共同R5.4施⾏
省エネ基準⽐エネルギー消費量▲40％
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参考 住宅性能表⽰「断熱等性能等級」

断熱等性能等級6・7の結露防⽌対策

■評価内容
家電・調理を除く⼀次エネルギー消費量の削減度合いを、
H28年エネルギー消費性能基準の計算⽅法に基づき評価。

■現⾏評価
・BEI1.0をレベル３、0.85以下をレベル５と評価。
・太陽光発電は⾃家消費分の削減効果を評価。

【改定⽅針】
①省エネ基準適合義務化、⼀次エネルギー消費量等級上位等級

創設、ZEHの普及等を踏まえ、評価レベルを強化する予定。
②ZEH等の更なる普及を⽀援するため、

・⾼い省エネ性能の住宅の差別化に対応。
・太陽光発電の売電分を含めた評価に対応。
⇒「住宅本体の省エネ性能」と、「太陽光発電の導⼊程度」

を分けて評価する予定。

LRH1.1.1 躯体と設備による省エネ【評価⽅法改定】
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【検討案】
・⼀次エネルギー消費量等級に対応
・等級４(省エネ基準)レベル２、等級6(誘導基準)レベル4、

より⾼い性能をレベル5として評価

LRH1.1.1 躯体と設備による省エネ【評価⽅法改定】

検討案現⾏レベル
BEI 1.10（既存住宅基準）以上BEI 1.20以上１.0
BEI 1.00 ＝等級4（省エネ基準）BEI 1.10２.0
BEI 0.90 ＝等級5BEI 1.00＝等級4（省エネ基準）３.0
BEI 0.80* ＝等級6（誘導基準）BEI 0.90＝等級5（旧誘導基準）４.0
BEI 0.70*（或いは0.75）以下BEI 0.85以下５.0

BEI ＝ 設計⼀次エネルギー消費量
基準⼀次エネルギー消費量

「その他⼀次エネルギー消費量」は除く

＊太陽光発電設備によるエネルギー消費量の削減を⾒込まない

・レベルはBEIに応じて⼩数第⼀位の実数に換算

LRH1.1.1 躯体と設備による省エネ【評価⽅法改定】

太陽光発電による削
減効果を評価に⾒込
む場合は最⼤3.9

レ
ベ
ル

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0
1.10 1.00 0.90 0.80 0.70

3.9

0.81

BEI

BEI（太陽光発電の効果
を⾒込まない場合）

BEI（太陽光発電の効果
を⾒込む場合）
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参考 住宅性能表⽰「⼀次エネルギー消費量等級」

等級１

―

等級３
（既存住宅のみ）

等級４

等級５

等級６

省エネ基準,2025年義務化予定

省エネ基準▲10％

R4.4施⾏ 省エネ基準▲20％,
ZEH基準,誘導基準,⻑期優良住宅認定基準

BEI＝1.1以下

BEI＝1.0以下

BEI＝0.9以下

BEI＝0.8以下※1

⼀次エネルギー消費性能：BEI

BEI ＝ 設計⼀次エネルギー消費量※2

基準⼀次エネルギー消費量※2

※1 太陽光発電設備によるエネルギー消費量の削減は⾒込まない
※2 その他⼀次エネルギー消費量は除く

【検討案】
住宅の規模、省エネ性能等に応じ、太陽光発電により⼀次エ
ネルギー消費量をオフセットする程度を評価。
太陽光発電は発電電⼒全量を対象。

LRH1.1.2 太陽光発電の導⼊【新規】

検討案レベル
（該当するレベル無し）１

（該当するレベル無し）２

太陽光発電を設置しない。または設置するがレベル4を満たさない。３

太陽光発電と省エネルギーの取組みにより、基準⼀次エネルギー消
費量の50％以上をオフセットする※。（低炭素認定基準）４

太陽光発電と省エネルギーの取組みにより、基準⼀次エネルギー消
費量の100％以上をオフセットする※。（ZEH要件）５

※「その他エネルギー」は含まない
14



■評価内容
家電・厨房機器によるエネルギー消費量の削減対策を評価。

【更新内容】
電気冷蔵庫、電気便座、テレビについて、それぞれ新統⼀省
エネラベルに基づく採点に更新。
ガスコンロについて、こんろ部に加えグリル部も省エネ基準
達成率100％以上を満たすことを要件として明記。

LRH1.1.3 家電・厨房機器による省エネ【更新】

■評価内容
地球温暖化への配慮の程度を、住宅の建設から居住、改修、
解体・処分までに排出されるCO2排出量により評価。

【改定⽅針案】
①国際的なLCCO2評価の考え⽅に対応し、海外消費⽀出も含

める。（現⾏は国内消費⽀出のみを対象）
②居住段階について、ZEHの考え⽅にそろえ「その他エネル

ギー」を対象外とする。
③ライフサイクルCO2（温暖化影響チャート）の採点基準（

ランクを定める排出率）を引き上げる。

LRH3.1.1 地球温暖化への配慮
ライフサイクルCO2（温暖化影響チャート）

【評価⽅法
改定】
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【採点基準検討案（参照値に対する排出率）】

LRH3.1.1 地球温暖化への配慮
ライフサイクルCO2（温暖化影響チャート）

【評価⽅法
改定】

基準レベル
125％以上１.0

112.5％２.0

100％３.0

75％４.0

50％以下５.0

検討案現⾏ランク
100％以下100％超★

75％以下100％以下★★

50％以下75％以下★★★

25％以下
（概ねZEH程度）50％以下★★★★

0％以下
（LCCM）

0％以下
（LCCM）★★★★★

LR3.1 ライフサイクルCO2（温暖化影響チャート）
排出率25％以下のランクを創設する。
排出率100％超では★を得られない。

採点基準は現⾏通り。

Q1.1.1.1断熱等性能の確保

LR1.1.1躯体と設備による省エネ

LCCO2評価（LR3.1地球温暖化への配慮、ﾗｲﾌｻｲｸﾙCO2(緑星ﾗﾝｸ））

●省エネ基準⽔準をレベル4から3へ
●より⾼い性能を評価 ・断熱等性能等級5,6に対応

●省エネ基準⽔準をレベル3から2へ
●より⾼い性能を評価 ・⼀次エネ等級5に対応

・より⾼い省エネ性能はPVとわけて評価
●PV導⼊規模を評価する項⽬を新設

●CO2の海外消費⽀出も算⼊
●居住段階について「その他エネルギー」を除外
●緑星ランクについて「排出率25％以下」を★★★★に

「カーボンニュートラル」実現に向けた対応・強化
に関する検討案（まとめ）

16



第22回 CASBEE公開セミナー

第22回 CASBEE公開セミナー
2. CASBEEツールの脱炭素化に向けた対応⽅針

2.2 CASBEE-建築における脱炭素対応について

2023年5⽉11⽇

エネルギー検討⼩委員会
⾚司泰義

主催： ⼀般財団法⼈住宅・建築 SDGs推進センター
Zoom Webinar

1

第22回 CASBEE公開セミナー

改定の対象と基本⽅針
対象

2016年版 CASBEE−建築（新築）のLR1：エネルギー
• LR1.1：建物外⽪の熱負荷抑制・・・・BPI、断熱等性能等級
• LR1.2：⾃然エネルギー利⽤・・・・・昼光利⽤、⾃然通⾵などの直接利⽤
• LR1.3：設備システムの⾼効率化・・・BEI
• LR1.4：効率的運⽤・・・・・・・・・モニタリング(LR1.4.1)、運⽤管理体制(LR1.4.2)

基本⽅針
法規制等との整合性を確保する。

• 特に建築物省エネ法との整合は必須である。東京都の検討も進んでおり、整合を図るべきところは
取り⼊れるが、CASBEE全体やLR1の主旨・構成から外れないように注意する。

• 建築物省エネ法とZEB⽔準は連動しているので、ZEB認証の基本的な事項にも整合しておく必要が
ある。例えばBEI ≦ 0.5で再エネ考慮可など。

今後の法規制等の改正に合わせて、フレキシブルな対応が可能なものにする。
新築は設計段階であることに留意する。既築は別途検討する。
環境負荷低減を先導すること（奨励すること）を意識する。

2
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第22回 CASBEE公開セミナー

建築物省エネ法における現在の⾮住宅BEI基準と今後の予定（１）

3

誘導基準BEI義務基準BEI
0.6

1.0
事・学・⼯

⼤規模(2,000㎡以上)
0.7ホ・病・百・飲・集
0.6

1.0
事・学・⼯

中規模(300㎡以上、2,000㎡未満)
0.7ホ・病・百・飲・集
−−−⼩規模(300㎡未満)
PV含まないPV含む備 考

【現在 2022年10⽉〜 】

誘導基準BEI義務基準BEI
0.60.75⼯

⼤規模(2,000㎡以上) 0.6/0.70.8事・学・ホ・百
0.70.85病・飲・集
0.6

1.0
事・学・⼯

中規模(300㎡以上、2,000㎡未満)
0.7ホ・病・百・飲・集
−−−⼩規模(300㎡未満)
PV含まないPV含む備 考

【今後 2024年4⽉ 】（施⾏予定：⼤規模の義務基準強化）

第22回 CASBEE公開セミナー

建築物省エネ法における現在の⾮住宅BEI基準と今後の予定（２）

4

誘導基準BEI義務基準BEI
0.60.75⼯

⼤規模(2,000㎡以上) 0.6/0.70.8事・学・ホ・百
0.70.85病・飲・集
0.6

1.0
事・学・⼯

中規模(300㎡以上、2,000㎡未満)
0.7ホ・病・百・飲・集
0.81.0−⼩規模(300㎡未満)
PV含まないPV含む備 考

【今後 2025年 】（全規模の義務化） 参考：https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001583725.pdf, 数値（⾚字）は本⼩委員会の想定値, 以下同

【今後 2026年 】（中規模の義務基準強化）
誘導基準BEI義務基準BEI
0.60.75⼯

⼤規模(2,000㎡以上) 0.6/0.70.8事・学・ホ・百
0.70.85病・飲・集
0.60.75⼯

中規模(300㎡以上、2,000㎡未満) 0.6/0.70.8事・学・ホ・百
0.70.85病・飲・集
0.81.0−⼩規模(300㎡未満)
PV含まないPV含む備 考
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第22回 CASBEE公開セミナー

建築物省エネ法における現在の⾮住宅BEI基準と今後の予定（３）

5

【今後 少なくとも2030年まで 】（全規模の義務基準、誘導基準の強化）
・エネルギー基本計画の「新築でZEB⽔準」をおおよそ達成
・この段階で誘導基準があるかどうかは不明
・義務基準に全規模でPV含まない可能性もある

誘導基準BEI義務基準BEI

0.5
0.6⼯

⼤規模(2,000㎡以上) 0.65事・学・ホ・百
0.7病・飲・集

0.5
0.6⼯

中規模(300㎡以上、2,000㎡未満) 0.65事・学・ホ・百
0.7病・飲・集

0.60.75⼯
⼩規模(300㎡未満) 0.6/0.70.8事・学・ホ・百

0.70.85病・飲・集
PV含まない⼩規模：PV含む

中⼤規模：PV含まない
備 考

第22回 CASBEE公開セミナー

現在のLR1.3のレベルとBEI、および課題

課題
建築物省エネ法の基準に対して、現在のレベル感が合致していない。レベル5が誘導基準相当

になっている。
• 最⼤限の取り組み(ベストプラクティス)が最⾼に近いレベルとして評価されるように差別化すべき

である。
• さらに今後は、建築物省エネ法の義務基準がZEB⽔準化していくことを考えると、未評価技術やPV

以外の再⽣可能エネルギーなどが評価される必要がある。
対応できていない点

• 建築物省エネ法の基準値にはPVを含む場合と含まない場合が混在している。
• 建築物省エネ法の基準値が建物規模で異なる可能性が⾼い。

6

BELSBEIレベル
☆BEI ≧ 1.1レベル1
☆☆ 現・義務基準BEI =  1.0レベル2
☆☆☆BEI =  0.8レベル3
☆☆☆☆BEI =  0.7レベル4
☆☆☆☆☆ 現・誘導基準BEI ≦ 0.6レベル5

【現在 LR1.3のレベルとBEI(事務所の場合)】
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LR1.3 BEIのレベルに関する⽅針案（１）
⽅針案1

建築物省エネ法の2026年改正予定の義務基準、誘導基準を想定する。
基本的なレベル感を以下の通りとする。

• レベル2：義務基準相当
• レベル3：誘導基準相当（ZEB Oriented 相当)
• レベル4：ZEB Ready 相当
• レベル5：Nearly ZEB 相当

理由
CASBEEの建築（新築）では、これまでも法規制よりやや厳しいレベル評価とし、環境負荷

低減を先導してきた。
2024年から毎年のように改正が予定されている。直近の義務基準、誘導基準を想定すると頻

繁にレベル評価の変更が必要になる可能性がある。
既に建築物省エネ法の誘導基準がZEB Oriented 相当になっている。今後の基準強化を考える

と、ZEB Ready 相当やNearly ZEB 相当のレベルを設定する必要がある。

7

第22回 CASBEE公開セミナー

LR1.3 BEIのレベルに関する⽅針案（２）
⽅針案2

ただし、⾼層ビルなどの⼤規模ビル（延床⾯積 10,000㎡以上）に関しては、ZEB Ready 相当でレ
ベル5とする。

理由
建物の規模によって省エネの難易度は⼤きく変化する。建築物省エネ法の「⼤規模2,000㎡以上」

で⼀括りにするのは、レベル評価にとって規模範囲が広すぎる。
⼀般には、⾼層ビルは敷地が限られており、オンサイトでの再エネ導⼊が困難である。
ZEB Orientedの10,000㎡が既に設定されており、同様の主旨であることを考えて、閾値を10,000㎡

とすることは妥当である。

⽅針案3
再エネなしのBEIをBEI*（スター）として、再エネありのBEIと区別し、BEIとBEI*のコンビネー

ションでレベルを設定する。

理由
将来的に建築物省エネ法上のBEIにはPVが含まれない⽅向性になっている。ただし、2030年頃ま

では義務基準にPVが含まれる可能性があるなど、PVありとPVなしが混在する。

8
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LR1.3 BEIのレベル案（事務所の場合）

9

建築物省エネ法、ZEB認証BEI (再エネあり)BEI* (再エネなし)レベル
BEI ≧ 0.9−レベル1

義務基準BEI =  0.8−レベル2
BEI ≦ 0.7−レベル3

誘導基準−BEI* =  0.6レベル4
ZEB ReadyBEI ≦ 0.5BEI* ≦ 0.5 かつレベル5

建築物省エネ法、ZEB認証BEI (再エネあり)BEI* (再エネなし)レベル
BEI ≧ 0.9−レベル1

義務基準BEI ≦ 0.8−レベル2
誘導基準−BEI* = 0.6レベル3
ZEB ReadyBEI =  0.5BEI* ≦ 0.5 かつレベル4
Nearly ZEBBEI ≦ 0.25BEI* ≦ 0.5 かつレベル5

建築物省エネ法、ZEB認証BEI (再エネあり)BEI* (再エネなし)レベル
BEI ≧ 1.1−レベル1

義務基準BEI ≦ 1.0−レベル2
誘導基準−BEI* =  0.8レベル3

−BEI* =  0.7レベル4
ZEB Oriented相当−BEI* =  0.6レベル5

⼤規模②
10,000㎡以上

中規模＋⼤規模①
300㎡以上〜

10,000㎡未満

⼩規模
300㎡未満

第22回 CASBEE公開セミナー

未評価技術に関する⽅針案
⽅針案

『未評価技術※』による省エネ効果を定量的に算出した場合、建物規模に関係なく、それを
BEI*、BEIに算⼊することができる。

理由
『未評価技術』を考慮しないとZEB Ready以上は難しい。

• 『未評価技術』を考慮してもNearly ZEB以上は難しい。→ 再エネを考慮する必要がある（後述）。
『未評価技術』の定量化を通じて、設計の⾼品質化、設計者の能⼒開発に寄与できる。

補⾜
『未評価技術』に関しては建築環境基準委員会（国総研）で検討が始まっている。将来的に

は何らかの形で制度化されると考えられる。制度化された場合はそれに準拠する。
『未評価技術』をまずは空気調和・衛⽣⼯学会が公表した15種類に限定する。
LR1.2の⾃然エネルギー利⽤については、そのほとんどが『未評価技術』に含まれる。した

がって、LR1.2では定量化しない場合の⾃然エネルギー利⽤とし、LR1.3と⽐較して重みを⼩
さくすることによって『未評価技術』の定量化を推進することにつなげる。

10

※「未評価技術」とはWEBプロで評価されない技術（WEBプロで算定されるBEIに反映されない技術）
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参考：空気調和・衛⽣⼯学会が公表した15の『未評価技術』

11

第22回 CASBEE公開セミナー

再⽣可能エネルギーに関する⽅針案
⽅針案

BEI* ≦ 0.5ではオンサイトにおけるPV以外の再エネを算⼊できる。
さらに、電⼒の⾃⼰託送等については、その建築物の所有者が⾃ら努⼒して再エネ設備を設置して

いることを勘案し、その再エネ設備がオフサイトであっても、その電⼒を⾃家消費している限りに
おいて、BEIの値に算⼊することができる。

理由
BEI ≦ 0.5は、PV以外の再エネを算⼊しなければ実現が難しい。
CASBEE評価の仮想境界を考えると、LR1の省エネはオンサイトの再エネを⾃家消費することに限

定すべきかと思われるが、都⼼の⾼層ビルなどは敷地が限られているため、もともと再エネ導⼊が
困難であり、BEI ≦ 0.5を実現しにくいという課題があった。

補⾜
再エネはまずは以下の種類に限定する（改正省エネ法、東京都検討会の内容を参考）。

• 電気：PV、⾵⼒発電、バイオマス発電、⽔⼒発電、地熱発電
• 熱：太陽熱、バイオマス熱、地熱（≠地中熱）、温泉熱、雪氷熱

バイオマスはモノジェネに限るものとし、コージェネは含めない。
• コージェネは元々のBEIに算⼊されているため。

地中熱は『未評価技術』に含まれているので、ここの再エネからは外す。

12
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その他の⽅針案
⽅針案

LR1.4.1 モニタリングにおけるエネルギーマネジメントの評価を強化する。適切で効果的なモ
ニタリングやデータ活⽤の仕組みが設計で考慮されているかを明確にする。

オフサイトの再エネ（証書等）をLR1.4 運⽤管理体制で評価する。ただし、CASBEE評価の有
効期間（竣⼯後3年）以上のクレジットを購⼊済みであることを条件とする。

理由
今後は設計段階だけでなく、運⽤段階の省エネやカーボンニュートラルに向けて、取り組み

を強化していく必要があるため。

補⾜
CO2排出量に関しては、 「LR3.1 敷地外環境-地球温暖化への配慮」 のLCCO2で評価されて

いる。再エネのオンサイト利⽤は標準計算、オフサイト利⽤は個別計算で扱われている。

13
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共同住宅への対応検討
共同住宅に関して他の⾮住宅と別に定めている項⽬

LR1.1 建物外⽪の熱負荷抑制
LR1.3 設備システムの⾼効率化

対応検討：CASBEE⼾建/住⼾ユニットとの協議に基づいて設定
LR1.1 建物外⽪の熱負荷抑制

• 断熱等性能等級の等級6・等級7が共同研究にも適⽤（R5.4〜）
• 2025年には等級4が義務付け

LR1.3 設備システムの⾼効率化
→ ⾮住宅と同様な扱いができるか？

• BEI*とBEIの扱い
• BEI*/BEIと再エネの評価⽅法（⼀体評価か別評価か）
• ZEHレベルとのすり合わせ など

14
ご清聴ありがとうございました。
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CASBEE-街区の改訂について

CASBEE-街区検討⼩委員会 幹事
⽇建設計総合研究所 執⾏役員

川除 隆広

開発経緯

• 2006年 CASBEE-まちづくり（最初の公開）

• 2007年 CASBEE-まちづくり改訂版
CASBEE-まちづくり簡易版
CASBEEまち＋建物

• 2014年 CASBEE-街区（エコまち法準拠、改称しツールを一本化）

• 2023年 CASBEE-街区 今回の改訂案

都市の低炭素化の促進に関する法律（エコまち法）（2012）

CASBEEファミリーで複数の建物群を評価できるツールの必要性

SDGs（2015）、パリ協定（2015）、ESG投資、エリアマネジメント、ス
マートシティ、DX、カーボンニュートラル など

2

今後の検討採点調整と結果表⽰等Lの改訂Qの改訂改訂案の要点CASBEE‐街区(2014)開発経緯
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• 仮想閉空間内の環境品質（Q：Quality）
• トリプルボトムラインに立脚し、

評価の大項目を環境、社会、経済

• 仮想閉空間の外への環境負荷（L：Load）
• 低炭素化の努力＝CO2削減を評価

• 建物、交通、緑のCO2削減効果※

※Lの計算方法は
「低炭素まちづくり計画作成マニュアル」に準拠 3

今後の検討採点調整と結果表⽰等Lの改訂Qの改訂改訂案の要点CASBEE‐街区(2014)開発経緯

CASBEE-街区(2014)

CASBEE-街区(2014)の課題

• ツールが2014年時点の技術水準・社会通念や制度をも
とに作られており、更新が必要。

• 2015年に国連で持続可能な開発目標SDGsが採択され、
世界的にこの目標が浸透。

• Lは「低炭素まちづくり計画作成マニュアル」をもと
にしたCO2排出量の削減努力で評価していたが、都市
計画の中心テーマとしてCO2排出だけでなく、SDGsに
代表されるように、広範な目的が再認識されるように
なった。Lにおいても、この状況への対応が必要。

• 最近では、ESG投資、エリアマネジメントやスマート

シティ、カーボンニュートラル関連の施策を重視。こ
れを明示的に示すことが必要。

4

今後の検討採点調整と結果表⽰等Lの改訂Qの改訂改訂案の要点CASBEE‐街区(2014)開発経緯
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改訂案の要点：枠組み
• Q（環境品質）：環境・社会・経済のトリプルボトムライン
の枠組みは堅持（Q1～Q3）

• L（環境負荷）：CO2排出のみからエネルギー、省資源、周辺
環境への配慮へと広範な評価へ（LR1～LR3）（CASBEE-建
築の枠組みに準拠、2014年版ではQに入れたものも適材適所
の観点からLへ移項）

• 包括的なガバナンスやマネジメント、スマート化対応の評価
をどうするか？
 マネジメントは、維持管理によって街区の性能劣化を防ぎ、性能向
上を図る行為

 スマート化はマネジメントをより効率化する行為

 ２つの行為で各評価項目の現在価値を高めていると考えれば、Q,L全
ての評価項目がマネジメントとスマート化で向上すると考えて良い。

 そこで、(Q1+Q2+Q3)/(L1+L2+L3)の枠組みの中に評価を組込んだ。

 同時に、マネジメントとスマート化性能を別途表章することにした。
5

今後の検討採点調整と結果表⽰等Lの改訂Qの改訂改訂案の要点CASBEE‐街区(2014)開発経緯

改訂案の要点：Q関連

• スマート化（ICTやデータを利活用した性能を
維持向上させる取組を評価）[Q1.4, Q2.6, Q3.4]

• エリアマネジメント（運営組織体制に加えて
資金力も評価、SDG17実施手段）[Q2.1.2]

• 維持管理（街区施設等並びにグリーンインフ
ラの維持管理指針で評価）[Q2.1.3]

• 健康増進施設（高齢社会において適度な運動
環境を重視、SDG3保健）[Q2.3.1]

• 包摂性（包摂性の重視傾向に鑑み住民の多様
性を加えた、SDG11持続可能な都市）[Q2.5]

6

今後の検討採点調整と結果表⽰等Lの改訂Qの改訂改訂案の要点CASBEE‐街区(2014)開発経緯
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改訂案の要点：Q関連（続）

• ヒューマンキャピタル（人的資源の高度化を
評価するために学習機会を加えた、SDG4教
育）[Q3.2]

• 働き方の多様性（働き方改革の進展に資する
活動を評価、SDG8経済成長と雇用）[Q3.3.1.2]

• 地域産業力の強化（地域活性化に資する活動
を積極的に評価、SDG9インフラ、産業化、イ
ノベーション）[Q3.3.2]

• 多様な主体の連携（パートナーシップ形成に
資する活動を評価、SDG17実施手段）[Q3.3.3]

7

今後の検討採点調整と結果表⽰等Lの改訂Qの改訂改訂案の要点CASBEE‐街区(2014)開発経緯

改訂案の要点：L関連

• エネルギー（CO2排出量→広く評価、 BEI (Building 
Energy Index) 評価、再生可能エネルギー、未利用エ

ネルギー、エネルギーマネジメントとより詳細に評
価、SDG7エネルギー）[LR1]

• 節水（水資源の保全のための評価を加えた、SDG6
水・衛生）[LR2.2.1.1]

• 食品系のリサイクル・廃棄物削減（飲食施設がある
場合に食品ロス削減努力を評価、SDG2飢餓）
[LR2.3.2.3]

• 地球温暖化への配慮（建設/運用/解体のLCCO2排出
量の削減に向けた取組みにて評価、SDG13気候変
動）[LR3.1]

8

今後の検討採点調整と結果表⽰等Lの改訂Qの改訂改訂案の要点CASBEE‐街区(2014)開発経緯
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CASBEE-街区 Qの改訂

BEE＝ Q

L

Q の評価指標

LR の評価指標

9

今後の検討採点調整と結果表⽰等Lの改訂Qの改訂改訂案の要点CASBEE‐街区(2014)開発経緯

Q1 環境

• 緑は2014版であった評価項目、橙は2007版であった評価項目、青は新たに
加えたもしくは大幅拡充した評価項目、薄い色は部分的な改訂を表す（以
下、Q2～LR3についても同様、別項目にあったものも含む） 10

中項目 小項目 細項目 2023new 2014版 2007版

1.1.1　自然環境の

保全
1.1.1.1　自然資源

1.1.2.1　⽣物の⽣息空
間のまとまり
1.1.2.2　⽣物の⽣息空間
の質
1.1.2.3　地域性への配慮
1.1.2.4　エコロジカル

ネットワーク

1.2.1.1　地上部緑化

1.2.1.2　建築物上緑化

1.2.2.1　日射の遮蔽

1.2.2.2　輻射熱・反射

の抑制

1.2.2.3　風通しの確保

1.2.3　都市景観 1.2.3.1　景観

1.3　建築物におけ

る環境配慮
- -

1.4　環境性能に関

するスマート化
- -

Q1
環境

1.1　自然環境
1.1.2　生物生息空

間の確保

1.2　生活環境

1.2.1　緑との調和

1.2.2　熱環境

今後の検討採点調整と結果表⽰等Lの改訂Qの改訂改訂案の要点CASBEE‐街区(2014)開発経緯
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Q1の改訂要点

• 1.1 自然環境： 自然資源保全への計画的取組

みと、生物の生息空間に関わる項目を体系的に
再整理し、街区の生物多様性確保への取組み・
配慮状況を評価

• 1.4環境性能に関するスマート化： ICTやデー

タを利活用した街区の環境性能を維持向上させ
る取組を評価

11

今後の検討採点調整と結果表⽰等Lの改訂Qの改訂改訂案の要点CASBEE‐街区(2014)開発経緯

Q2 社会

12

中項目 小項目 細項目 2023new 2014版 2007版

2.1.1　コンプライアンス -

2.1.2.1　運営・組織体制

2.1.2.2　資金力

2.1.2.3 維持管理

2.2.1　商業施設 -

2.2.2　公共交通施設 -

2.2.3　教育施設 -

2.2.4　行政施設 -

2.3.1　健康増進施設 -

2.3.2　福祉施設 -

2.3.3　医療施設 -

2.3.4　コミュニティ施設 -

2.4.1.1　災害への対応

2.4.1.2　各種インフラの防

災性能

2.4.1.3　防災空地・避難路

2.4.2　 発災後の対応性能 -

2.4.3　交通安全 -

2.4.4　防犯 -

2.5.1　地域の歴史・文化

との融和
-

2.5.2　多様な住宅の供給 -

2.5.3　ユニバーサルデザ

イン
-

2.6　社会性能に関

するスマート化
- -

Q2
社会

2.1　ガバナンス 2.1.2　エリアマネジメン

ト

2.2　生活利便

2.3　健康福祉

2.4　安全安心

2.4.1　防災基本性能

2.5　包摂性

今後の検討採点調整と結果表⽰等Lの改訂Qの改訂改訂案の要点CASBEE‐街区(2014)開発経緯
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Q2の改訂要点

• 2.1.2.2 資金力： エリアマネジメントの活動資金の調達方

法とその安定度を評価（実効性評価のために拡充）

• 2.1.2.3 維持管理： 街区施設等並びにグリーンインフラの

維持管理として、生活環境・自然環境の維持向上のための

管理指針が示されているかを評価

• 2.3.1 健康増進施設： 公園、スポーツ施設への距離を評価

（SDG3も意識して拡充）

• 2.5.2多様な住宅の供給： 多様な世代、マーケットに対応

する住宅の供給を評価（SDG3も意識して拡充）

• 2.6 社会性能に関するスマート化： ICTやデータを利活用

した街区の社会性能を維持向上させる取組を評価
13

今後の検討採点調整と結果表⽰等Lの改訂Qの改訂改訂案の要点CASBEE‐街区(2014)開発経緯

Q3 経済

14

中項目 小項目 細項目 2023new 2014版 2007版

3.1.1.1　周辺地域への貢献

3.1.1.2　スマートロケー

ション

3.1.1.3　適正な開発規模

3.1.2.1　交通施設整備

3.1.2.2　公共交通指向型開

発
3.1.2.3　モビリティサービ

ス

3.1.2.4　物流システム

3.2.1.1　常住人口

3.2.1.2　滞在人口

3.2.2　学習機会 -

3.3.1.1　雇用創出

3.3.1.2　働き⽅の多様性

3.3.2.1　地域産業の振興

3.3.2.2　魅力的なまちなか

の形成
3.3.3　多様な主体

の連携
-

3.4　経済性能に関

するスマート化
- -

Q3
経済

3.1　経済基盤

3.1.1　都市構造

3.1.2　交通インフ

ラ

3.2　ヒューマン

キャピタル

3.2.1　人口

3.3　活性化方策

3.3.1　雇用・働く

場の創出

3.3.2　地域産業力

の強化

今後の検討採点調整と結果表⽰等Lの改訂Qの改訂改訂案の要点CASBEE‐街区(2014)開発経緯
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Q3の改訂要点

• 3.1.1.2 スマートロケーション： コンパクト＋
ネットワークの都市形成に寄与するプロジェクト
の立地選定を評価

• 3.2 ヒューマンキャピタル： SDGsなどを意識し
て人的資源へ

• 3.2.2 学習機会： 自己啓発や学び直しの機会の創
出に向けた取組みを評価

• 3.3.1.2 働き方の多様性： 多様な働き方を許容す
るオルタナティブなワークスペースの創出に向け
た取組みを評価

• 3.4 経済性能に関するスマート化： ICTやデータ
を利活用した街区の経済性能を維持向上させる取
組を評価

15

今後の検討採点調整と結果表⽰等Lの改訂Qの改訂改訂案の要点CASBEE‐街区(2014)開発経緯

CASBEE-街区 LRの改訂

BEE＝ Q

L

Q の評価指標

LR の評価指標

16

今後の検討採点調整と結果表⽰等Lの改訂Qの改訂改訂案の要点CASBEE‐街区(2014)開発経緯
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LR1 エネルギー

17

中項目 小項目 細項目 2023new 2014版 2007版

1.1　都市・街区エ

ネルギーの効率化
- -

1.2　再生可能エネ

ルギーの利用
- -

1.3　未利用エネル

ギーの利用
- -

1.4.1需給システム

のスマート化
-

1.4.2更新性・拡張

性
-

LR1
エネル
ギー

1.4　エネルギーマ

ネジメント

今後の検討採点調整と結果表⽰等Lの改訂Qの改訂改訂案の要点CASBEE‐街区(2014)開発経緯

LR1の改訂要点

• 1.1 都市・街区エネルギーの効率化： 街区単
位のBEI (Building Energy Index)を算出して評価
（CASBEE-建築の評価方法を踏襲）

• 1.3 未利用エネルギーの利用： 河川水・下水

熱・湧水利用・清掃工場排熱・地域冷暖房排
熱・変電所排熱・その他都市排熱など街区内で
の未利用エネルギーの有無を評価

18

今後の検討採点調整と結果表⽰等Lの改訂Qの改訂改訂案の要点CASBEE‐街区(2014)開発経緯
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LR2 省資源

19

中項目 小項目 細項目 2023new 2014版 2007版

2.1.1土壌汚染への

対応
-

2.1.2地盤沈下の抑

制
-

2.2.1.1　節水

2.2.1.2　雨水/井水利用

2.2.1.3　中水利用

2.2.2.1　排水量削減

2.2.2.2　雨水流出抑制

2.3.1.1　持続可能な森

林の木材使用
2.3.1.2　リサイクル資

材の使用(躯体、非構

造材料)
2.3.2.1　ゴミの分別回

収
2.3.2.2　ゴミの減容

化、減量化、堆肥化
2.3.2.3　食品系のリサ

イクル・廃棄物削減

LR2
省資源

2.1　土地資源

2.2　水資源

2.2.1上水使用量の

削減

2.2.2下水道負荷の

軽減

2.3　資源循環

2.3.1建材の選択

2.3.2ゴミ等の処理

負荷の軽減

今後の検討採点調整と結果表⽰等Lの改訂Qの改訂改訂案の要点CASBEE‐街区(2014)開発経緯

LR2の改訂要点

• 2.2.1.1 節水(街区の業務、商業、集合住宅を対
象) ： 街区全体での上水使用量実績または計

画上水量の合算により評価（なお、集合住宅は、
計画中のものは水の有効利用に関する対策項目、
実績のあるものは共用部の上水使用量実績によ
り評価 ）

• 2.3.2.3 食品系のリサイクル・廃棄物削減： 街

区内にある飲食施設における食品系のリサイク
ルや廃棄物削減の取り組みを評価（飲食施設が
ない場合は評価しない）

20

今後の検討採点調整と結果表⽰等Lの改訂Qの改訂改訂案の要点CASBEE‐街区(2014)開発経緯
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LR3 周辺環境への配慮

21

中項目 小項目 細項目 2023new 2014版 2007版

3.1　地球温暖化への配慮 - -

3.2.1.1　 交通施設整備に関する上位計画との

整合

3.2.1.2 　交通需要マネジメント等の取組み

3.2.2.1　他の交通手段への転換による自動車

交通量の総量削減
3.2.2.2　周辺道路への負荷を抑制する動線計

画
3.3.1ヒートアイランドの緩

和
- 自動計算

3.3.2.1　発生源における対策

3.3.2.2　交通手段における対策

3.3.2.3　大気浄化に対する取組み

3.3.3.1　騒音が対象区域外に及ぼす影響の軽

減
3.3.3.2　振動が対象区域外に及ぼす影響の軽

減
3.3.3.3　悪臭が対象区域外に及ぼす影響の軽

減
3.3.4 地区外に対する風害の

抑制
3.3.4.1　対象区域外に対する風害の抑制

3.3.5地区外に対する日照阻

害の抑制

3.3.5.1　対象区域外に対する日照阻害の抑制

（冬）

3.3.6.1　照明・広告物等の光害の抑制

3.3.6.2　建物外壁や屋外構造物による昼光反

射の抑制

LR3
周辺環
境への
配慮

3.2　交通負荷の削減

3.2.1交通に関する広域的取

り組み

3.2.2自動車交通量に関する

配慮

3.3　環境阻害の削減

3.3.2地区外に対する大気汚

染の防止

3.3.3地区外に対する騒音・

振動・悪臭の防止

3.3.6地区外に対する光害の

抑制

今後の検討採点調整と結果表⽰等Lの改訂Qの改訂改訂案の要点CASBEE‐街区(2014)開発経緯

LR3の改訂要点

• 3.1 地球温暖化への配慮：

建設/運用/解体のLCCO2排出量の削減に向け
た取組みにて評価

・LCCO2の把握

・将来の削減計画の有無

• 3.3.1 ヒートアイランドの緩和： Q1.2.1（緑と
の調和）、Q1.2.2.3（風通しの確保）、LR1.1
（エネルギーの効率化）から自動計算

22

今後の検討採点調整と結果表⽰等Lの改訂Qの改訂改訂案の要点CASBEE‐街区(2014)開発経緯
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中項目の重み設定

• 各大項目（Q1～Q3、LR1～LR3）における中項

目と小項目の設定数並びに街区での実現可能性
等を踏まえ、中項目間の重みを検討・設定

• 具体的には、多岐にわたるステークホルダー対
応の観点から、小委員会内にて評価代表者を概
ね産官学均等に複数名任命し、中項目間の重み
に関する、エキスパートジャッジを実施

23

今後の検討採点調整と結果表⽰等Lの改訂Qの改訂改訂案の要点CASBEE‐街区(2014)開発経緯

中項目の重み設定

24

＜中項⽬＞

「Q1環境」中項⽬ 重み 「LR1エネルギー」中項⽬ 重み
1.1⾃然環境 1 1.1都市・街区エネルギーの効率化 1
1.2⽣活環境 1 1.2再⽣可能エネルギーの利⽤ 0.5
1.3建築物における環境配慮 0.5 1.3未利⽤エネルギーの利⽤ 0.5
1.4環境性能に関するスマート化 0.5 1.4エネルギーマネジメント 1

「Q2社会」中項⽬ 重み 「LR2省資源」中項⽬ 重み
2.1ガバナンス 1 2.1⼟地資源 1
2.2⽣活利便 1 2.2⽔資源 1
2.3健康福祉 1 2.3資源循環 1
2.4安全安⼼ 1
2.5包摂性 1
2.6社会性能に関するスマート化 0.5

「Q3経済」中項⽬ 重み 「LR3周辺環境への配慮」中項⽬ 重み
3.1経済基盤 1 3.1地球温暖化への配慮 1
3.2ヒューマンキャピタル 1 3.2交通負荷の削減 1
3.3活性化⽅策 1 3.3環境阻害の削減 1
3.4経済性能に関するスマート化 0.5

今後の検討採点調整と結果表⽰等Lの改訂Qの改訂改訂案の要点CASBEE‐街区(2014)開発経緯
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• マネジメントの対象には全評価項目がなり得るが、
実用性の観点から一般的認識としてマネジメント
が浸透している事象の評価項目を限定的に抽出

→BEEに反映させると同時に別途集計し点数表示

• 構成は「基本的マネジメント」として３分野、加
えて多岐にわたる8項目を束ねて「発展的マネジメ
ント」とし、基本的3・発展的1 計４分野の各々を
５点満点、合計２０点満点で評価する。

25

マネジメント性能の評価

今後の検討採点調整と結果表⽰等Lの改訂Qの改訂改訂案の要点CASBEE‐街区(2014)開発経緯

• 基本的マネジメントの３分野
○エリアマネジメント･･････Q2.1.2
○エネルギーマネジメント･･LR1.4.1
○交通マネジメント････････LR3.2.1.2、

Q3.1.2.2～4、LR3.2.2.1＆2

• 発展的マネジメントの８項目
景観（Q1.2.3.1） ／ コンプライアンス（Q2.1.1）
発災後の対応性能（Q2.4.2） ／ 防犯（Q2.4.4）
地域の歴史・文化との融和（Q2.5.1）／地域産業の振興（Q3.3.2.1）
魅力的なまちなかの形成（Q3.3.2.2）
多様な主体の連携（Q3.3.3）

26

マネジメント性能の評価（続）

今後の検討採点調整と結果表⽰等Lの改訂Qの改訂改訂案の要点CASBEE‐街区(2014)開発経緯
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